
②増大する義務的な経費

◆増大する義務的な経費

義務的な経費と市税の伸びの比較（一般会計）

市税収入が低水準で推移するなか、生活保護費などの扶助費、市債の償

還のための公債費や、国民健康保険、介護保険、下水道などの特別会計

への繰出金、都市施設の整備に伴う管理運営費などの義務的経費が高い

伸びを示しています。

（昭和６０年度
（１９８５）

決算を１００とした場合）

（注）１９年度（２００７）、２０年度（２００８）は予算である。

－２３－



－市税の推移－
（単位：億円）

－扶助費の推移（一般会計ベース）－
（単位：億円）

－公債費の推移（一般会計ベース）－
（単位：億円）

－特別会計繰出金等の推移（一般会計ベース）－
（単位：億円）

－管理運営費の増加（施設１箇所当たりの標準的な管理運営費のモデル計算例）－

６０決
（１９８５）

２決
（１９９０）

７決
（１９９５）

１２決
（２０００）

１７決
（２００５）

１８決
（２００６）

２０予
（２００８）

総 額 ５，３２５ ７，３６３ ７，３５３ ６，８６５ ６，２８６ ６，５２６ ６，８６８

うち固定資産税（土地） ９４３ １，２０４ １，８０６ １，５８０ １，０７３ １，０４０ １，０８８

うち法人市民税 １，４９１ ２，２８７ １，３１５ １，２４２ １，３８２ １，６８０ １，６９５

６０決
（１９８５）

２決
（１９９０）

７決
（１９９５）

１２決
（２０００）

１７決
（２００５）

１８決
（２００６）

２０予
（２００８）

総 額 １，７２２ １，７２８ ２，１７６ ２，６７４ ３，６８８ ３，７４１ ４，００４

うち生活保護費 ９６０ ８４５ １，１０２ １，５４６ ２，２５１ ２，３１２ ２，３７８

６０決
（１９８５）

２決
（１９９０）

７決
（１９９５）

１２決
（２０００）

１７決
（２００５）

１８決
（２００６）

２０予
（２００８）

１，２５０ １，５９５ １，０１４ １，５８４ ２，１３６ １，９９３ ２，１００

年度
事業名

６０決
（１９８５）

２決
（１９９０）

７決
（１９９５）

１２決
（２０００）

１７決
（２００５）

１８決
（２００６）

２０予
（２００８）

国 民 健 康 保 険 １５０ ２４５ ３２５ ４３８ ４８８ ４７９ ４３７

介 護 保 険 － － － １３６ ２２７ ２２８ ２６５

下 水 道 ３１５ ３６３ ４４６ ４７０ ４３４ ３７５ ３５１

地 下 鉄 １２８ ２３３ ６１４ ２２９ ３６７ ２３７ １５４

そ の 他 ６５５ ９４０ １，１５２ １，１３０ ８０８ １，１７４ １，２５４

計 １，２４８ １，７８１ ２，５３７ ２，４０３ ２，３２４ ２，４９３ ２，４６１

施 設 名 （ 規 模 ）
経 費 施 設 の 推 移

建 設 費 管理運営費 施 設 数平成２年度（１９９０）
１２年度
（２０００）

２０年度
（２００８）

小 学 校
（２４クラス 児童数９６０人）

百万円

１，８５２
百万円

１２７ 小学校数 ３０１ ２９９ ２９９

保 育 所
（児童数１００人） １６７ １３６ 保育所数 ３２８ ３２２ ３５５

ごみ焼却工場
（処理能力６００ｔ／日） ２９，２５５ １，３１１ 工 場 数 １０ １０ ９

区民センター
（延床面積５，４００㎡） ２，８７２ ７０ 区民センター数 １２ １４ １７

地域スポーツセンター
（延床面積３，９２０㎡） ２，５２５ ３９ 地域スポーツ

センター数 ９ ２３ ２４

（注）１．建設費には用地費を含んでいない。
２．施設数は、年度末現在（小学校は５月１日現在）、平成２０年度（２００８）は年度末開設見込による。

－２４－



〈参 考〉
歳出の性質別経費の推移（一般会計）

（単位：億円）
６０決
（１９８５）

２決
（１９９０）

７決
（１９９５）

１２決
（２０００）

１７決
（２００５）

１８決
（２００６）

２０当初
（２００８）

義 務 的 経 費 ７，３７４ ８，６８０ １０，２１５ １１，６５５ １２，６０８ １２，３７０ １２，５２７

人 件 費 ２，４３８ ２，７３４ ３，２４２ ３，３９７ ２，８５３ ２，６８２ ２，５２９

扶 助 費 １，７２２ １，７２８ ２，１７６ ２，６７４ ３，６８８ ３，７４１ ４，００４

公 債 費 １，２５０ １，５９５ １，０１４ １，５８４ ２，１３６ １，９９３ ２，１００

特別会計繰出金等 １，２４８ １，７８１ ２，５３７ ２，４０３ ２，３２４ ２，４９３ ２，４６１

経 常 物 件 費 ７１６ ８４２ １，２４６ １，５９７ １，６０７ １，４６１ １，４３３

投 資 的 経 費 ３，１４８ ５，６２９ ８，５２０ ６，９３３ ４，２９４ ３，５７５ ３，３５６

そ の 他 １０８ ２４２ １７６ １１２ ６８ ７２ ４２

歳 出 合 計 １０，６３０ １４，５５１ １８，９１１ １８，７００ １６，９７０ １６，０１７ １５，９２５

（注）２０年度（２００８）は予算である。

（注）
１．人件費は第１部のみ、第２部人件費は事業費に含む。
２．その他の内訳は、蓄積基金の運用利子の積立、過年度支出、予備費（２０当初（２００８））である。
３．６０決（１９８５）の経常物件費欄には給与調整費を含む。
４．１８決（２００６）及び２０当初（２００８）の特別会計繰出金等には、公立大学法人大阪市立大学への運営費交付
金等が含まれる。
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◆増加する扶助費

扶助費と生活保護費の推移（一般会計）

世帯類型別被保護世帯数の推移

扶助費のうち約６割を占めている生活保護費は、被保護人員の増等によ
り増加を続けています。生活保護世帯の約半数が自立が困難と考えられ
る高齢者世帯であるなど、生活保護制度が制度創設から半世紀を経過し
制度疲労を起こしている状況にあることから、制度の抜本的な改正を引
き続き国等に求めていきます。

（注）１９年度（２００７）・２０年度（２００８）は予算である。

（注）１．世帯区分については、昭和４６年度（１９７１）より調査実施
２．各区分毎の四捨五入により算出しているため、合計数値と合わないことがある。

－２６－




